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第二次世界大戦後、日本の政治体制は大きく変化し、経済復興や技術革新をなしとげ、有数の経済・文化国家となった。このような日本の対外認識、とりわけ、中東諸国やイスラームという異文化を研究する際に、どういう視点で見ているのだろうか。本論文では、日本と中東諸国との関係が緊密になった1970年代以降の日本のイスラーム研究の変化を、パレスチナ問題に焦点をあてて検討する。パレスチナ問題を取り上げるのは、第二次世界大戦後の中東・イスラーム世界に関連する最大の国際問題であり、いまなお未解決の問題だからである。
この論文が研究対象とする時期は、1973年の第四次中東戦争から、2001年の9.11同時多発テロ事件以降イラク戦争までの期間である。この期間に発生した重大な政治的事件をえらび、その前後の時期に、イスラーム研究およびパレスチナ研究がどのように変化し、どのような継続性をもっていたかを検討する。本稿で注目した政治的事件は、第四次中東戦争（1973年）、キャンプ・デーヴィッド合意とイラン革命（1978-79年）、湾岸戦争（1991年）、9.11同時多発テロ事件（2001年）の４つである。
研究の資料と方法については、第一に、イスラーム地域研究東洋文庫拠点の「日本における中東研究文献ＤＢ」（データベース）を利用し、パレスチナ問題に関する研究文献をリストアップした。第二に、それぞれの時期の政治的事件と研究動向の関係を検討するため、毎年刊行されている『史学雑誌』「回顧と展望」号の「西アジア・北アフリカ」の研究動向を用いて分析した。第三に、それぞれの時期のイスラーム研究およびパレスチナ問題に関する研究を代表する研究者の論考を分析し、その時期にパレスチナ問題についてどのような認識を持っていたのかを分析した。
第1章では、第四次中東戦争（1973年）や石油ショックなどの中東での出来事が日本の政治や経済に大きく関係しだした1970年代という時期から、パレスチナ人の第一次インティファーダ（1987年）までの約20年研究について考察した。
1970年代に比べて80年代には、イスラームおよびパレスチナ問題に対する関心が上昇する傾向がみられる。71年から76年までの６年間におけるパレスチナ問題に関する研究文献数174（年平均29.0）は、次の79年から86年の７年間に302件（年平均43.1件）へと増加した。80年代の10年間のパレスチナ問題の文献数は405を数える。また、多様な政治事件によって日本人研究者の関心が変化した。他方で、1第四次中東戦争のおきた1973年の『史学雑誌』「回顧と展望」において花田宇秋が「一部の例外を除いて、いわゆる（歴史）研究者はこんなにも（直面する政治経済の）問題についての無力ぶりを露呈した」と述べているように、当時に発表された研究、とくに現代研究は十分ではないことがわかる。全体として「啓蒙期」にあること、および、イラン革命以降の1980年代は、その時々の事件に関わる業績が増えていることがわかる。
1970年代の啓蒙期のパレスチナ研究を代表しているのは板垣雄三である。板垣雄三の研究を選んで取り上げたのは、1970年代から優れたたくさんの研究を発表し、活発にパレスチナ問題に対する研究を行い、数多くのシンポジウムやゼミナールを組織しているからである。とくに「パレスチナ問題と日本」（1983年）や同年の「ユダヤとは何か」では、パレスチナ問題と日本との関わりを指摘し、日本および日本人がこの問題をどのように理解すべきかを提起している。
第2章では、パレスチナ人の第一次インティファーダ（抵抗運動）や1991年の湾岸戦争などの中東での出来事が日本を含め世界全体の政治や経済につねに連動するようになった。1989年年から、9・11事件以降イラク戦争(2003年)までの15年の研究動向について考察した。
90年代前半の研究の変化について、1989年から1993年までの5年間に、パレスチナ問題に関する研究文献は、計459件（年平均、91.8件）となる。よって、日本人のパレスチナ問題に関する関心が、持続して高い水準を保っていたことがわかる。他方9/11事件前後の5年間に、パレスチナ問題に関連している研究文献数は175件（年平均35件）である。全てがパレスチナ問題自体を扱った研究ではなく、対テロ戦争など緊急の政治外交問題に関心が移っていったので、日本人研究者もパレスチナ問題を中心課題とせず、さまざまな方向に研究関心がむかっていったことがわかる。
さらに板垣雄三の9・11事件以降の研究とこれを批判する研究を検討した。板垣雄三が70年代に発表した研究は、パレスチナ問題の問題点をわかりやすく日本人に紹介することを中心にしたのに対して、2001年9・11事件以降には、パレスチナ問題の多方面への広がりを示し、パレスチナ問題が一方では十字軍時代まで歴史的にさかのぼり、他方で世界各地の問題にグローバル化していることを提起する。板垣の研究に対しては、ユダヤ人やイスラエルの存在に無理解であるとの批判がなされている。しかし、日本人のイスラームに対する理解を研究しているムスリム・アラブのサミール・アブド＝ハミード・イブラーヒームは、板垣雄三の研究について、欧米のマスコミに影響されたり、日本に有利な立場をとってきた日本人の研究に比べて、中立的な立場でパレスチナ問題を取り上げていると評価している。
以上のような考察から、日本と関係する政治的事件がおこるたびに、徐々にパレスチナ問題をはじめとする中東・イスラーム研究の関心が高まり、歴史研究の面でも、直面する政治課題についても研究が増加し持続していることが明らかとなった。他方で、板垣が述べるように、イスラーム世界に対する幅広い視点をもち、日本とイスラーム世界の関係者の視点をつなぎ合わせることが、今後ますます重要となっていくだろう。
